


は し が き

財団法人 資産評価 システム研究センターは、適切な地域政策の樹立に資するため、地域の資産の

状況及びその評価の方法に関する調査研究等の事業を実施することを目的として設立されました。

当評価センターにおける調査研究は、資産評価の基礎理論及び地方公共団体等における資産評価技

法の両面にわたって、毎年度、学識経験者及び自治省並びに地方公共団体等の関係者をもって構成す

る資産評価システム、土地、家屋及び償却資産の各部門ごとの研究委員会において行われ、その成果

は、会員である地方公共団体及び関係団体等に調査研究報告書として配布 し、活用されているところ

であります。

本年度の家屋研究委員会の調査研究テーマは、(1)ツーバイフォー方式構造建物に係る規格材の使用

状況に関する調査研究、(2)家屋の比準評価に関する調査研究、(3)プレハブ方式構造建物(軽 量鉄骨

系 ・鉄筋コンクリー ト系)に 係る再建築費等に関する調査研究の3項 目であります。本報告書は、上

記(3)の調査研究に属するもので、プレハブ方式構造建物(軽 量鉄骨系 ・鉄筋コンクリ-ト 系)の 専用

住宅について建物価格及び構造、様式、規模並びに評価水準等について調査研究を行いました。

この程、その調査研究の成果をとりまとめ、ここに、公表する運びとな りましたが、この機会に、

熱心にご研究、ご審議をいただきました委員及び専門員並びに実地調査に当たり、種々ご協力を賜 り

ました地方公共団体の関係者各位に対 し、心から感謝申し上げます。

なお、当評価センターは、今後とも、所期の目的にそって、事業内容の充実及び地方公共団体等に

役立つ調査研究に努力をいたす所存でありますので、地方公共団体をはじめ関係団体の皆様のなお一

層のご指導、ご援助をお願い申し上げます。

最後に、この調査研究事業は、(財)日本船舶振興会の補助金の交付を受けて実施 したものであり、改

めて深 く感謝の意を表するものであります。

平成7年3月

財団法人 資産評価システム研究センター

理 事 長 渡 辺 功
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I調 査研究の概要

1目 的

再建築価格は、家屋の価格の構成要素として基本的なものであり、その評価の方式化も比較的

容易であるため、地方税(固 定資産税及び不動産取得税)に おける家屋の評価においても再建築

価格を基準 とする評価方法が採用されているところである。

当センターでは、もっぱら地方公共団体における評価事務の参考に供するため、平成元年度か

らプレハブ方式構造建物(木 質系、軽量鉄骨系及び鉄筋 コンクリー ト系)及 び枠組壁構造建物

(以下 「ツーバイフォー方式構造建物」という。)を対象として全国主要都市における建築価額の

実態、建築価額と再建築費評点数との関係について調査研究を行うこととした。

平成元年度、3年 度及び5年 度においては、プレハブ方式構造建物(木 質系)及 びツーバイフ

ォー方式構造建物等の調査研究、平成2年 度及び4年 度においては、プレハブ方式構造建物(軽

量鉄骨系及び鉄筋コンクリー ト系)の 調査研究を行ったところである。

今回調査研究を行ったプレハブ方式構造建物(軽 量鉄骨系及び鉄筋コンクリー ト系)に ついて

は、平成2年 度及び4年 度において過去2回 、同様の研究がされているところであるが、平成2

年度の調査研究が昭和63年度評価基準、平成4年 度の調査研究が平成3年 度評価基準で評価され

た家屋を対象としていたのに対 し、今回は平成6年 度評価基準で評価された家屋を対象 としたも

のである。

なお、この調査研究の主な目的は次のとおりである。

1全 国主要都市における標準的なプ レハブ方式構造建物(軽 量鉄骨系及び鉄筋コンクリー ト

系)の 建築価額を把握すること。

2標 準的なプレハブ方式構造建物(軽 量鉄骨系及び鉄筋コンクリー ト系)に 係る評点水準を把

握するとともに、その地域差を明らかにすること。
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2調 査方法

(1)意 義

この調査は、原則として、平成5年1月2日 以降に新築されたプレハブ方式構造建物(軽 量

鉄骨系及び鉄筋 コンクリー ト系)の 専用住宅で、その態様が中庸である家屋を調査対象都市か

らそれぞれ各10棟ずつ抽出し、調査 ・分析することにより、評点水準等の状況を統計的に推定

しようとするものである。

(2)調 査対象家屋

1構 造 ・用途 プレハブ方式構造建物(軽 量鉄骨系及び鉄筋コンクリー ト系)

2建 築 期 間 平成5年1月2日 以降建築のもの

3選 定 棟 数 都道府県庁所在都市並びに旭川市、川崎市及び北九州市ごとに、プレハブ方

式構造建物(軽 量鉄骨系及び鉄筋コンクリー ト系)を 各10棟ずつ抽出

4程 度 その態様の中庸なもの

(3)調 査項目

1建 築価額、再建築費評点数、評点水準

2オ プションの取付状況、室数

3そ の他、建築価額に関する必要事項

(4)調 査の方法

1調 査対象家屋の所在する都市の固定資産評価担当職員に対するアンケー ト調査

2上 記の調査に基づく当センター家屋研究委員会委員による実地調査(奈 良県奈良市、福岡

県田川市、東京都新宿区、滋賀県栗東町)
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3地 域区分及び報告棟数

当報告書における地域区分及び報告棟数は表1及 び表2の とおりである。

表1地 域区分及び調査都市報告棟数

地 域 調 査 都 市
札 幌 市

軽 量 鉄 骨 系

北 海 道

東 北

北 関 東

南 関 東

北 陸

中 部

中 京

北 近 畿

南 近 畿

山 陰

山 陽

四 国

北 九 州

南 九 州

旭 川 市
青 森 市
盛 岡 市
仙 台 市
秋 田 市
山 形 市
福 島 市
水 戸 市
宇 都 宮 市
前 橋 市
浦 和 市
千 葉 市
特 別 区
横 浜 市
川 崎 市
新 潟 市
富 山 市
金 沢 市
福 井 市
甲 府 市
長 野 市
岐 阜 市
静 岡 市
名 古 屋 市
津 市
大 津 市
京 都 市
奈 良 市
大 阪 市
神 戸 市
和 歌 山 市
鳥 取 市
松 江 市
岡 山 市
広 島 市
山 口 市
徳 島 市
高 松 市
松 山 市
高 知 市
福 岡 市
北 九 州 市
佐 賀 市
長 崎 市
熊 本 市
大 分 市
宮 崎 市
鹿 児 島 市
那 覇 市

合 計

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

500棟

鉄 筋 コ ンク リー ト系
4棟

0棟

0棟

0棟

6棟

1棟

0棟

0棟

0棟

3棟

0棟

10棟

10棟

6棟

10棟

6棟

10棟

10棟

3棟

10棟

0棟

4棟

1棟

10棟

10棟

1棟

6棟

7棟

7棟

3棟

10棟

3棟

3棟

10棟

6棟

10棟

10棟

4棟

9棟

2棟

10棟

10棟

10棟

1棟

0棟

7棟

6棟

5棟
10棟

5棟

269棟
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表2地 域別報告棟数

地 域

北 海 道

東 北

北 関 東

南 関 東

北 陸

中 部

中 京

北 近 畿

南 近 畿

山 陰

山 陽

四 国

北 九 州

南 九 州

合 計

軽 量 鉄 骨 系

20棟

60棟

30棟

50棟

40棟

30棟

30棟

30棟

30棟

20棟

30棟`

40棟

40棟

50棟

500棟

鉄 筋 コ ン ク リー ト系

4棟

7棟

3棟

42棟

33棟

5棟

21棟

20棟

16棟

13棟

26棟

25棟

21棟

33棟

269棟

表1及 び表2か ら、鉄筋コンクリー ト系に関 しては、各調査都市か ら報告された棟数が当初

予定 していた10棟を下回っている調査都市が多数あり、当報告書で集計し、分析する際にサン

プル数が少ないため、特定の建物及び調査都市のデータが都市別及び地域別の集計の結果に大

きく影響をおよぼす場合がある。

4調 査結果の集計

(1)と りまとめ方

この研究成果は、調査対象都市の固定資産評価担当職員に対す るア ンケー ト調査 に基づいて、

家屋研究委員会の委員が適宜、実地調査を行い、更 に、報告 された各データについて精査、調

整の上、整理集計す るとともに若千の分析を加えて とりまとめたものである。

(2)凡 例

収録事項の主な用語の定義等は次の とお りである。

・建 築 価 額 所有者が建築業者に支払 った建築費(諸 経費を含む。)で家屋評価の対

・再建築費評点数

象部分に相当する延べ床面積

延べ床面積1.0
2

m

1.0
2

m 当たりの価額

当たりの再建築費評点数
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・平 均

・建 築 工 事 費

・標 準 偏 差

注記 していない限り算術平均 とした。

「公庫融資住宅規模規格等調査(住 宅金融公庫調)」における各都道府

県の調査戸数(表2-4)及 び建築工事費(表6-7)の データを用い

て算出した数字による。

ただ し、当該調査の調査対象家屋は各都道府県内において平成5年 度

中に上棟された家屋のうち、住宅金融公庫の融資対象として合格 したす

べての個人住宅である。

なお、当該調査においては沖縄県のデータは収集されていない。

集団を構成する個々の値が、その平均値からどれくらい開きがあるか

を示すのに用いる平均的な幅である。

標準偏差の値が0と いうことは、同じ大きさのものの集団であること

を示し、逆に標準偏差の値が大きければ大きい程、その間に大きな開き

をもつ集団であることを示す。

標準偏差(S)=

Σn(xi-X)2

n

n=総 数

xi=個 々データの数値

x=平 均 値

・偏 差 値

・デ ー タ の 範 囲

・評 点 水 準

標準偏差を用いて求め られ る、個 々の値がその平均値か らどれ くら開

きがあるかを示す値

X-X
偏差値(Z)=50+×10

S

個 々のデータ数値(X)と 平均値(X)と の差を、標準偏差(S)を

尺度 として表 した ものである。 したが って、X=Xの 時Z=50、X=X

±asの 時、Z=50±10aと なる。

データの範囲(R)=最 大値(最 高)-最 小値(最 低)

再建築費評点数
評点水準(%)=×100 建築価額
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II プレハブ方式構造建物(軽 量鉄骨系)の 調査結果 (調査対象家屋 500棟 )

1調 査対象家屋の床面積

各調査対象都市から調査対象家屋として選定された家屋の状況を延べ床面積で示すと、表3の

とお りで あ る。延 べ床 面積 の平均 は、138.89
2

m で、最 低 、最高 は、 それ ぞれ58.06
2

m 、247. 84
2

m

で あ る。

表3調 査対象家屋

最 低

58.06

最 高

247.84

平 均

138.89

(単位:
2

m )

標 準 偏 差

25.63

(注)数 値は、小数点以下第3位 を四捨五入

なお調査対象家屋における延べ床面積の段階別区分を示 したものが図1で ある。

図1延 べ床面積の段階別区分の状況

棟

数

(棟
)

90

80

70

60

50

40

30

20

10

0

5565 75 8595105115125135145155165175185195205215

延べ床面積(
2

m )

225235245

(注)延 べ床面積の各数字に含まれるデータの範囲は、例の示すとお りである。

は140
2

m 以 上150
2

m 未満のデータを示す。
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2調 査結果 の検討

(1)建 築価額等の状況

建築価額等の状況を示す と表4の とお りであ り、段階別区分の状況は図2-1か ら図2-3

の とお りである。

表4建 築価額等の状況

区 分

(円/
2

m )

建 築 価 額

(点/
2

m )

再建築費評点数

(%)

評 点 水 準

(注)

最 低

120,375

60,131

25.51

最 高

305,671

125,164

71.37

平 均

165,368

1.建 築価額及び再建築費評点数は、小数点以下四捨五入

2.評 点水準は小数点以下第3位 を四捨五入

85,512

52.54

標 準 偏 差

27,185

9,321

7.17

建築価額についてみ ると、デー タ範囲185,296円 、標準偏差の平均 に対す る割合 は、0.164で

あ り、再建築費評点数 について は、それぞれ65,033点 、0.109で ある。

建築価額のデータの範囲が大 きい理由は、調査対象家屋の品等、オプシ ョンの取付け状況、

施工の程度差の他 に、取引上の個別的特殊事情が反映されているため と考え られ る。

図2-1建 築価額の段階別の状況

140

120

100

棟

数

(棟
)

80

60

40

20

0

125135 145 155165175185195205215225235245255265275

建築価額(千 円/
2

m )

285295305

(注)建 築価額の各数字に含まれるデータの範囲は、例の示すとお りである。

例:「155」 は150千 円/
2

m 以上160千 円/
2

m 未満のデータを示す。
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図2-2 再建築費評点数の段階別区分の状況
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40

棟

数

(棟
)

30
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0

6062646668707274767880828486889092949698

再建築費評点数(千 点/

100102104106108110112114116118120

2

m )

122124126

(注)再 建築費評点数の各数字に含まれるデータの範囲は、例の示す とおり

である。

例:「84」 は83千 点/
2

m 以上85千 点/
2

m 未満のデータを示す。

図2-3 評点水準の段階別区分の状況
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(注)評 点水準の各数字に含まれるデータの範囲は、例の示す とおりである。

例:「52.5」 は50%以 上55%未 満のデータを示す。

(棟

)

棟

数
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(2)健 築価額等の地域差

1概 要

ア 建築価額

建築価額のデータの概要 は(1)の表4の とお りであるが、 これを調査対象都市 ごとに示す

と図3の とお りで ある。各数値 は、各調査対象都市別に平均 した ものであり、全調査家屋

のデータである表4と は若干異 なる。

建築価額の高い都市は、高い方か ら特別区、川崎市、大阪市、浦和市、静岡市であり、

逆 に低い都市 は、低い方か ら青森市、鹿児島市、佐賀市、岐阜市、山口市である。

また、建築価額の高い5都 市の偏差値 は、それぞれ73、71、65、62、61で あるのに対 し、

低い5都 市の偏差値 は、それぞれ41、41、43、43、44と なっている。

図3建 築価額の都市別比較
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また、各都道府県における1
2

m 当たりの鉄鋼系プレハブ家屋(軽 量鉄骨系プレハブ家屋

を示す。)の建築工事費 と本調査の1
2

m 当たりの建築価額を比較 した ものが図4で ある。

全体的に建築工事費の方が高 く、また、近畿以西の各県においてはあまり一致する傾向

はない ものの、 東京 都(233,024円/
2

m )及 び大阪府(203,351円/
2

m )の 数字が特に高い点

など、2曲 線の動きは比較的一致する傾向にある。

建築工事費の数字が建築価額に較べ高い理由は明らかではないが、建築工事費の調査に

おいては請負契約書に基づいて当該建築工事費を調査しているのに対 し、本調査は各市町

村の担当者が各調査対象家屋の所有者に対する聴取等により把握 した建築価額に基づいて

おり、所有者が実際の建築価額より低 く申告している、また、記憶 している数値として千

万単位で申告することが可能性としてあり、これ も建築工事費の数字が全体的に高い要因

の1つ ではないかと考えられる。

図4建 築工事費と建築価額の比較

(干
円
/

2

m

)

軽量鉄骨系プ レハプ家屋建築価額
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(注)1各 都道府県の数値については、巻末の計数資料を参照。

2各 都道府県の鉄鋼系プレハブ家屋の建築工事費は、「公庫融資住宅

規模規格等調査(住 宅金融公庫)」の木造及び準耐火構造の鉄鋼系

プレハブ家屋の調査戸数(表2-4)及 び建築工事費(表6-7)

のデータを用いて算出した平均値である。なお、沖縄県のデータは

収集されていない。
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イ 再建築費評点数

再建築費評点数のデータの概要は(1)の表4の とおりであるが、 これを調査対象都市 ごと

に示すと図5の とお りである。各数値 は、各調査対象都市別 に平均 した ものであり、全調

査家屋のデータである表4と は若干異なる。

再建築費評点数の高い都市 は、高い方か ら札幌市、大阪市、名古屋市、山形市、松山市

で あり、逆 に低い都市 は、低い方か ら鹿児島市、長野市、鳥取市、佐賀市、松江市である。

また、再建築費評点数の高い5都 市の偏差値 は、それぞれ80、66、64、61、60で あるの

に対 し、低い5都 市の偏差値は、それぞれ29、36、38、38、39と な っている。
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図5再 建築費評点数の都市別比較



ウ 評点水準

評点水準のデータの概要は(1)の表4の とお りであ るが、 これを調査対象都市 ごとに示す

と図6の とお りである。各数値 は各調査対象都市別に平均 したものであ り、全調査家屋の

データである表4と は若干異なる。

評点水準の高い都市は、高い方か ら札幌市、青森市、福島市、松山市、名古屋市であ り、

逆 に低 い都市は、低い方か ら特別区、川崎市、那覇市、津市、横浜市である。

また、評点水準の高い5都 市の偏差値 は、それぞれ66、64、62、62、61で あるのに対 し、

低い5都 市の偏差値 は、それぞれ27、34、37、39、41と な っている。

図6評 点水準の都市別比較
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(注)各 調査対象都市の数値については、巻末の計数資料を参照。
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2地 域 差

ア 建築価額における地域差

全国を14地域に区分し、各地域の建築価額の平均を示したものが、図7で ある。

図7建 築価額の地域別比較

図7を み ると、南関車(199,379円/
2

m )が 最 も高 く、ついで南近畿(180,391円/

くな ってお り、逆 に低い方で は、山陰(149,689円/

円/
2

m

2

m

2
m )が高

)が 最 も低 く、つ いで 中部(155,290

)と な っている。高い方で は、南関東 について は、特に特別区(227,371円/

横浜市(223,345円/
2

m )が 全調査対象都市平均(165,368円/

低い方では、山陰については、松江市(149,468円/
2

m

2
m

2

m )と

)を 大き く上回っている。

)、鳥 取市(149,910円/
2

m )と もに全

調査対象都市平均を大きく下回っている。
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また、図3で 示 された各調査対象都市のデータを各都道府県別 に表 したものが図8で あ

る 。

図8建 築価額の都道府県別状況

(単位:円/
2

m )

220,000以 上

210,000以 上

200,000以 上

190,000以 上

180,000以 上

170,000以 上

160,000以 上

150,000以 上

220,000未 満

210,000未 満

200,000未 満

190,000未 満

180,000未 満

170,000未 満

160,000未 満

150,000未 満
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また、各地域 における1
2

m 当たりの鉄鋼系プレハブ家屋の建築工事費と本調査の1 2
m 当

たりの建築価額を比較 した ものが図9で ある。

建築工事費 も建築価額 と同様 に、南関東(213,167円/

び南近畿(195,739円/
2

m )地 域の数字が高 くなるなど、

2
m )、 北海 道(198,409円/

2
m )及

2曲 線の動 きは似通 っていると考

え られ る。

また、地域別 に集計することにより、各都道府県別に行 つた集計(13ペ-ジ 図4)と 比

較 して も2曲 線の動 きはさ らに似通 ってお り、同傾向にあるとみ ることがで きる。

図9建 築工事費と建築価額の地域別比較

(千
円
/

2

m
)
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280
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240
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120

100

軽量鉄骨系プレハブ家屋建築価額

鉄鋼系プレパブ家屋建築工事費

(注)南 九州の数字には沖縄県のデータは含まれていない。

北海道
東 北

北関東
南関東

北陸
中部

中京
北近畿

南近畿
山陰

山陽
四国

北九州
南九州
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イ 再建築費評点数における地域差

アと同様に、全国14地域に区分し各地域の再建築費評点数の平均を示 したものが図10で

ある。

図10再 建築費評点数の地域別比較
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図10を みると、北海道(103,263点/
2

m )が 最 も高 く、ついで南近畿(90,520点/

が高 くな ってお り、逆 に低い方で は、山陰(74,494点/

(78,532点/
2

m )と な って い る。

2

m

2

m )

)が 最 も低 く、ついで南九州

高い方で は、北海道 について は2都 市 ともに全調査対象都市平均(85,512点/

回 って お り、特 に札 幌市(113,481点/
2

m

2
m )を 上

)に ついて は、全調査対象都市平均よ りかなり高

くなっている。低い方では、山陰については鳥取市(74,177点/

2

m )と もに全調査対象都市平均を下回 っている。

2

m )、松 江市(74,811点/
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また、図5で 示された各調査対象都市のデータを各所在都道府県別に表 したものが図11

である。

図11再 建築費評点数の都道府県別状況

(単位:点/
2

m )

95,000以 上

90,000以 上

85,000以 上

80,000以 上

75,000以 上

70,000以 上

95,000未 満

90,000未 満

85,000未 満

80,000未 満

75,000未 満

70,000未 満
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ウ 評点水準におけ る地域差

ア、イ と同様 に、全国を14地 域に区分 し各地域の評点水準の平均を示 した ものが図12で

ある。

図12評 点水準の地域別比較

70.00

60.00

50.00

40.00

30.00

20.00

10.00

0.00

図12を みると、北海道(58.71%)が 最 も高 く、ついで東北(58.59%)が 高 くなってお り、

逆 に低 い方で は、南関東(44.67%)が 最 も低 く、つ いで山陰(49.89%)と な っている。

高い方では、北海道については特 に札幌市(64.25%)が 全調査対象都市平均(52.54%)

を大 きく上回ってお り、評点水準が高い といえ る。低い方では、南関東については特 に特

別区(36.35%)、 川崎市(40.74%)が 全調査対象都市平均を大き く下回ってお り、評点水準

が低 い。 これ らの都市に関 しては報告のあった建物の建築価額が高いことが原因 と思われ

る。
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また、各調査対象都市のデータを各所在都道府県別に表したものが図13である。

図13評 点水準の都道府県別状況
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次に、各都道府県別のデータ全体を見 ると、データの範囲27.90%、 標準偏差の平均 に

対する割合0.107、標準偏差区間におけるデータの数 は35で あり、全 データの70%を 占めて

いる。

評点水準は凡例で示 したとお り、建築価額 と再建築費評点数の関係で定まるものであり、

具体的には両者の比較関連を行 うことによって分析することになる。 そのため、両者の散

布図を表す と図14の とお りとな り、回帰式(図 中の直線の式)、各変数及び相関係数は以下

の とお りとな っている。

(回帰式Y=aX+b)

Y=再 建築費評点数

X=建 築 価 額

相関係数か ら見 る限りは、建築価額 と再建築費評点数に関連性を見出すことは難 しい。

また、全調査対象家屋のデータを基 に散布図を表す と図15の とお りとなり、各変数及び

相関係数 は以下の とお りとな っている。

a=

b=

相 関係数=

0.136

62,978

0.384

図14に 較べ、相関関係 は若干強 くなっているものの、やはり建築価額 と再建築費評点数

の関連性を見出す ことは難 しい。
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図14建 築価額と再建築費評点数の関係(各 都道府県)
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図15建 築価額と再建築費評点数の関係(全 調査対象家屋)
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3オ プ ションの取付状況等

(1)オ プションの取付状況

全調査対象家屋のオプ ションの取付状況 については、図16に 示 した とお りである。

何 らかのオプ ションを取付けた家屋が全体の約30%(146棟)で あるのは、平成2年 度及び4

年度の調査 と比較 して も高い数字ではないが、全ての家屋について、そのオプションの取付状

況を把握することは難 しく、実際にはもっと多 くの家屋 にオプ ションが取付 けられていると考

え られる。

図16オ プションの取付状況

取付あり (29.2%)

146

354

取付なし (70.8%)
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また、取 り付 けられたオプ ションの内訳 は、図17に 示 したとお りである。

特 に取 り付けの多 いオプ シ ョンは 「ベラ ンダ」(52棟)、 「建具」(49棟)、 「キ ッチ ン」(33

棟)、 「収納庫」(25棟)な どとな っている。

地域的な特徴 としては、 「暖房機器」(15棟)は 、北海道の2都 市の調査対象家屋で10棟 を

占めている。

図17オ プ ションの内訳
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(2)室 数の状況

室数は、6室 が最 も多 く、全棟数の約34%を 占める。以下7室 、5室 、8室 、4室 、9室 、

10室の順である。室数の分布状況を表 した ものが図18で ある。

図18室 数の分布状況
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III プレハブ方式構造建物(鉄 筋コンクリー ト系)の 調査結果

(調査対象家屋269棟)

1調 査対象家屋の状況

(1)調 査対象家屋の分布状況

各都市 に指定 した調査対象家屋の選定棟数 は10棟 ずつであ ったが、実際に集 まった棟数 は表

1(3、4ペ ー ジ)の とお りであり、そのデータを各都道府県別に表 した ものが図19で あ る。

図19調 査対象家屋の分布状況

(単位:棟)

9又 は10

7又 は8

5又 は6

3又 は4

1又 は2

該当なし
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また、鉄筋 コンクリー ト系プ レハブ家屋の一戸建及び長屋建の着工棟数の推移を示 したもの

が図20で ある。

これによると、鉄筋 コンク リー ト系プ レハブ家屋(一 戸建及び長屋建)の 平成5年 の着工棟

数 は昭和55年 のほぼ3分 の1で あ り、住宅 としての鉄筋 コンクリー ト系プ レハブ家屋は以前 に

比較 して減少 していることがわかる。

図20鉄 筋 コンクリー ト系プ レハ ブ住宅の着工棟数の推移

8,000

7,000

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

昭和55年 昭和60年 平成2年 平成5年

(注)「建築統計年報」(建設省調)に よる。
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(2)調 査対象家屋の床面積

各調査対象都市から調査対象家屋として選定された家屋の状況を延べ床面積で示すと、表5

の とお りで ある。延べ床面積の平均は、148.58

2

m で あ る。

2

m で 、最低 、最 高 は、 それぞ れ72.40
2

m 、277.39

表5調 査対象家屋

最 低

72.40

最 高

277.39

平 均

148.58

(単位:
2

m )

標 準 偏 差

36.75

(注)数 値は、小数点以下第3位 を四捨五入。

なお、調査対象家屋における延べ床面積の段階別区分を示 したものが図21である。

図21延 べ床面積の段階別区分の状況
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(注)延 べ床面積の各数字に含まれるデータの範囲は、例の示すとおりである。

例:「125」 は120
2

m 以上130
2

m 未満のデータを示す。
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2調 査結果の検討

(1)建 築価額等の状況

建築価額等の状況を示す と表6の とお りであり、段階別区分の状況 は図22-1か ら図22-3

の とお りである。

表6建 築価額等の状況

区 分

(円/
2

m )

建 築 価 額

(点/
2

m )

再建築費評点数

(%)

評 点 水 準

最 低

110,885

72,997

29.52

313,690

134,051

78.20

平 均

182,270

91,547

51.38

標 準 偏 差

32,384

8,699

7.93

(注)1.建 築価額及び再建築費評点数は、小数点以下四捨五入

2.評 点水準は小数点以下第3位 を四捨五入

建築価額についてみ ると、データの範囲202,805円 、標準偏差の平均に対す る割合 は、0.178

であ り、再建築費評点数については、それぞれ61,054点 、0.095である。

建築価額のデータの範囲が大 きい理由は、調査対象家屋の品等、オプ ションの取付状況、施

工の程度差の他 に、取引上の個別的特殊事業が反映されているため と考え られ る。

図22-1建 築価額の段階別区分の状況
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(注)建 築価額の各数字に含まれるデータの範囲は、例の示す とおりである。

例:「155」 は150千 円/
2

m 以上160千 円/
2

m 未満のデータを示す。
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図22-2 再建築費評点数の段階別区分の状況
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(注)再 建築費評点数の各数字に含まれるデータの範囲は、例の示すとおり

である。

例:「92」 は91千 点/

図22-3 評点水準の段階別区分の状況

2.57.512.5176522.527.532.5

評点水準(%)

(注)評 点水準の各数字に含まれるデータの範囲は、例の示す とおりである。

例:「52.5」 は50%以 上55%未 満 の デ ー タ を示 す 。
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(2)建 築価額等の地域差

1概 要

ア 建築価額

建築価額のデータの概要は(1)の表6の とお りであるが、 これを調査対象都市 ごとに示す と

図23の とお りであ る。各数値 は、各調査対象都市別に平均 した ものであ り、全調査家屋の

データである表6と は若干異な る。

建築価額の高い都市は、高い方か ら仙台市、佐賀市、横浜市、浦和市、特別区であ り、逆

に低い都市 は、低い方か ら大分市、津市、松江市、宮崎市、鳥取市である。

また、建築価額の高い5都 市の偏差値は、それぞれ70、68、62、62、62で あるの に対 し、

低い5都 市の偏差値は、それぞれ32、38、41、41、42と な っている。

図23建 築価額の都市別比較
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また、各都道府県における1
2

m 当た りの コンクリー ト系プ レハ ブ家屋の建築工事費(当 該

調査の調査対象家屋の ほとんどが鉄筋 コンクリー ト系プ レハ ブ家屋である。)と本調査の1
2

m

当たりの建築価額を比較したものが図24である。

本調査における調査対象家屋の棟数が各都市において異なることから、一概に比較するこ

とはできないが、佐賀県及び大分県において大きく異なっているのを除き、2曲 線は比較的

似通った傾向にある。佐賀県においては調査対象家屋が1棟 であり、その家屋の建築価額が

高いこと、大分県においては、調査対象家屋の建築を行ったメーカーの建築価額が安いこと

が建築工事費と大きく異なっている理由として考えられる。

また、全体的に建築工事費の数字が建築価額に較べ高い結果となっており、その理由は明

らかではない。 しかし、建築工事費の調査においては請負契約書に基づいて当該建築工事費

を調査 しているのに対 し、本調査は各市町村の担当者が各調査対象家屋の所有者に対する聴

取等により把握 した建築価額に基づいており、所有者が実際の建築価額より低 く申告 してい

る。また、記憶 している数値として千万単位で申告することが可能性としてあり、これ も建

築工事費の数字が全体的に高い要因の1つ ではないかと考えられる。

図24建 築工事費 と建築価額の比較
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る。なお、沖縄 県のデータは収集 されていな い。
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イ 再建築費評点数

再建築費評点数のデータの概要 は(1)の表6の とお りであるが、これを調査対象都市 ごとに

示す と図25の とお りである。各数値は、各調査対象都市別 に平均 した ものであり、全調査家

屋のデータである表6と は若干異な る。

再建築費評点数の高い都市 は、高い方か ら札幌市、名古屋市、松山市、徳島市、千葉市で

あり、逆 に低い都市 は、低い方か ら鳥取市、鹿児島市、津市、大分市、川崎市である。

また、再建築費評点数の高い5都 市の偏差値 は、それぞれ84、73、66、62、59で あるのに

対 し、低 い5都 市の偏差値 は、それぞれ31、34、37、41、41と な っている。
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(注)各 調査対象都市の数値については、巻末の計数資料を参照。
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ウ 評点水準

評点水準のデータの概要は(1)の表6の とお りであるが、 これを調査対象都市 ごとに示す と

図26の とお りである。各数値は各調査対象都市別に平均 したものであ り、全調査家屋のデー

タである表6と は若干異なる。

評点水準の高い都市 は、高い方か ら大分市、札幌市、徳 島市、名古屋市、福井市であ り、

逆 に低 い都市は、低 い方か ら佐 賀市、川崎市、特別区、仙台市、横浜市である。

また、評点水準の高い5都 市の偏差値は、それぞれ71、65、65、62、61で あるのに対 し、

低い5都 市の偏差値 は、 それぞれ29、35、36、36、40と な ってい る。

図26評 点水準の都市別比較

70.0O

60.00

50.00

40.00

30.00

20.00

10.00

0.00

(注)各 調査対象都市の数値については、巻末の計数資料を参照。
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2地 域 差

ア 建築価額における地域差

全国を14地域に区分 し、各地域の建築価額を平均したものが図27である。

図27建 築価額の地域別比較
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0

図27を み る と、 東北(224,597円/
2

m )が 最 も高 く、ついで北関東(217,314円/

な って お り、逆 に低 い方 で は、 山陰(155,271円/

円/
2

m

2
m

2
m )が 高 く

)が 最 も低 く、 つ いで 南 九州(155,660

)と な っている。高い方では、東北について は、特に仙台市(245,556円/

査対象都市平均(182,270円/

取市(157,601円/
2

m

2
m

りが全調

)を 大 きく上回 っている。低い方では、山陰については、鳥

)、松 江市(152,940円/
2

m )と もに全調査対象都市平均を大きく下回って

い る 。
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また、図23で 示 された各調査対象都市のデー タを各都道府県別 に表 した ものが図28で ある。

図28建 築価額の都道府県別状況

215,000以 上

200,000以 上

185,000以 上

170,000以 上

155,000以 上

140,000以 上

215,000未 満

200,000未 満

185,000未 満

170,000未 満

155,000未 満

140,000未 満

該当なし
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1

また、各地域 における1

2
m

2
m 当た りの コンクリー ト系プ レハブ家屋の建築工事費 と本調査の

当た りの建築価額を比較 した ものが図29で ある。

建築工事費 には本調査において調査対象家屋が集ま らなか った県のデータも入 っているた

め、一概 に比較す ることはできないが、東北、北関東及び北九州の3地 域を除き、2曲 線の

動 きは似通 っていると考え られる。

この3地 域において2曲 線の傾向が異な る要因としては、各地域内の調査対象家屋数が少

な く、個々の家屋のデータが大 き く影響を及ぼ していることが考え られる。

しか し、その他の地域においては、地域別 に集計す ることにより、各都道府県別 に比較を

行 った集計(33ペ ージ図24)と 比較 して も2曲 線の動 きはさらに似通 っており、同傾向にあ

るとみ ることがで きる。

図29建 築工事費と建築価額の地域別比較

北海道 北関東
東北

北陸
南関東 中部

中京

鉄筋コンクリー ト系プレハブ家屋建築価額

コンクリー ト系プレハブ家屋建築工事費

南近畿
北近畿 山陰

山陽 北九州
四国 南九州

(注)各 地域の建築工事費は、地域内のデータのあるすべての都道府県のコン

クリー ト系プ レハブ家屋の建築工事費を算術平均したものである。なお、南

九州の数字 には沖縄県のデータは含まれていない。
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イ 再建築費評点数における地域差

アと同様に、全国を14地域に区分 し各地域の再建築費評点数の平均を示 したものが図30で

ある。

図30再 建築費評点数の地域別比較
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0

図30を みると、北海道(120,737点/
2

m )が 最 も高 く、ついで北関東(98,034点/

くな ってお り、逆 に低い方では、山陰(80,305点/

点/
2

m )と な って い る。

2
m

2

m )が 高

)が 最 も低 く、 つ いで南 九州(86,363

高い方では、北海道 について は札幌市(120,737点/

点/
2

m

2
m )が 全調査対象都市平均(91,547

)を 上回 って いる。低 い方で は、山陰 について は鳥取市(74,729点/

(85,880点/
2

m )と もに全調査対象都市平均を下回 っている。

2

m )、松江市
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また、図25で 示 された各調査対象都市のデータを各都道府県別に表 した ものが図31で あ

る。

図31再 建築費評点数の都道府県別状況

120,000以 上

110,000以 上

100,000以 上

90,000以 上

80,000以 上

70,000以 上

120,000未 満

110,000未 満

100,000未 満

90,000未 満

80,000未 満

70,000未 満

該当なし
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ウ 評点水準における地域差

ア、イと同様に全国を14地域に区分し各地域の評点水準の平均を示 したものが図32であ

る。

図32評 点水準の地域別比較

70.00

60.00

50.00

40.00

30.00

20.O0

10.00

0.00

図32を み ると、北海道(63.28%)が 最 も高 く、ついで四国(57.08%)が 高 くなってお り、

逆に低い方では、東北(42.36%)が 最 も低 く、ついで南関東(43.06%)と な ってい る。

高い方では、北海道 については、札幌市(63.28%)が 全調査対象都市平均(51.38%)を

上回 ってお り、それがそのまま北海道の数字 とな り評点水準が高いといえる。低い方では、

東北 については、仙台市(40.67%)が 全調査対象都市平均を大 きく下回っており、評点水

準が低 い。仙台市に関 しては報告のあった建物の建築価額が高い ことが原因 と思われる。
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また、各調査対象都市のデータを各都道府県別に表したものが図33である。

図33評 点水準の都道府県別状況

(単位:%)

60以上

55以上

50以上

45以上

40以上

60未満

55未満

50未満

45未満

40未満

該当なし
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次に、各都道府県別のデータ全体を見 ると、データの範囲22.83%、 標準偏差の平均に

対す る割合0.138、標準偏差区間におけるデータの数 は27で あ り、全データの66%を 占めて

いる。

評点水準は凡例で示 した とお り、建築価額 と再建築費評点数の関係で定まるものであり、

具体的には両者の比較関連 を行 うことによって分析す ることになる。そのため、両者の散

布図を表す と図34の とおりとな り、回帰式(図 中の直線の式)、各変数及び相関係数は以下

の とお りとな っている。

(回帰式Y=aX+b)

Y=

X=

a=

b=

相 関係 数=

再建 築費評 点数

建 築 価 額

0.099

73,212

0.322

相関係数から見る限りは、建築価額と再建築費評点数に関連性を見出すことは難 しい。

また、全調査対象家屋のデータを基に散布図を表すと図35のとおりとなり、各変数及び

相関係数は以下のとおりとなっている。

a=

b=

相 関係数=

0.103

72,738

0.384

図34に 較べ、相関関係 は若干強 くなっているものの、やはり建築価額 と再建築費評点数

の関連性を見出す ことは難 しい。
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図34建 築価額と再建築費評点数の関係(各 都道府県)
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図35建 築価額と再建築費評点数の関係(全 調査対象家屋)
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3オ プ シ ョンの取付状況等

(1)オ プ ションの取付状況

全調査対象家屋のオプションの取付状況については、図36に 示 したとお りである。

何 らかのオプションを取付けた家屋が全体の約25%(66棟)で あるのは、平成2年 度及び4

年度の調査 と比較 して も低い数字であるが、全ての家屋についてオプシ ョンの取付状況を把握

す ることは難 しく、実際にはもっと多 くの家屋に何 らかのオプションが取付 け られていると考

え られ る。

図36オ プ ションの取付状況

取付あり (24.5%)

66

2 0 3

取付なし (75.5%)
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また、取付 けられたオプシ ョンの内訳は、図37に 示 したとおりである。

特に多いオプションは 「建具」(29棟)、 「造作」(18棟)、 「ベランダ」(17棟)な どである。

他に特徴的なオプションとしては 「ペ ン トハ ウス」があ り、軽量鉄骨系プ レハブ家屋には全

く施工 されていないが、鉄筋 コンクリー ト系プ レハブ家屋 には8棟 に施工 されている。

図37オ プションの内訳
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(2)室 数の状況

室数は、6室 が最 も多 く、全棟数の約30%を 占め る。以下7室 、5室 、8室 、9室 、4室 、

10室 の順である。室数の分布状況を表 した ものが図38で ある。

図38室 数の分布状況
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東京者階 別区とその他調査都市の比較

1プ レハブ方式構造建物(軽 量鉄骨系)

(1)建 築価額の指数の状況

図39は 、東京都特別区の建築価額(227,371円/
2

m )を100と した時の各調査都市の指数の分

布状況である。なお、特別区のデータは除いている。

図39指 数の分布状況
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指数

調査対象都市の中で特別区を上回る都市はない。また、各調査対象都市の指数を各都道府県

別に表 したものが図41である。

(2)再 建築費評点数の指数の状況

図40は 、東京都特別区の再建築費評点数(80,395点/
2

m )を100と した時の各調査都市の指

数の分布状況である。なお、特別区のデータは除いている。

図40指 数の分布状況
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東京都特別区を除く調査対象都市49市の中で特別区を上回る都市は36市、下回る都市は13市

となっている。全国平均 は85,512点/
2

m (106)と な ってお り、特別区より若干高い水準 とな っ

ている。また、各調査都市の指数を各都道府県別に表 したものが図42である。

図41指 数の都道府県別状況(建 築価額)
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95以上

90以上
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70未満

65未満
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図42指 数の都道府県別状況(再 建築費評点数)
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2プ レハブ方式構造建物(鉄 筋 コンク リー ト系)

(1)建 築価額の指数の状況

図43は 、東京都特別区の建築価額(221,119円/ )を100と した時の各調査都市の指数の分

布状況である。なお、特別区のデータは除いている。

図43指 数の分布状況
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調査対象都市中、該当家屋のあった41市の中で、特別区は仙台市、佐賀市、横浜市、浦和市

に次 ぐ5番 目の高さとなっている。また、各調査対象都市の指数を各都道府県別に表 したもの

が図45である。

(2)再 建築費評点数の指数の状況

)を100と した時の各調査都市の指

数の分布状況である。なお、特別区のデータは除いている。

図44指 数の分布状況
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図44は 、東京都特別区の再建築費評点数(87,010点/ m
2



東京都特別区を除 く調査対象都市40市の中で特別区を上回る都市は27市、下回る都市は13市

とな っている。全国平均は91,547点/ (105)と なってお り、特別区より若干高い水準 とな っ

ている。また、各調査都市の指数を各都道府県別に表したものが図46である。

図45指 数の都道府県別状況(建 築価額)
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図46指 数の都道府県別状況(再 建築費評点数)

120以 上

1 15以上

110以 上

105以 上

100以 上

95以 上

90以 上

120未 満

115未 満

110未 満

105未 満

100未 満

95未 満

90未 満

該当なし
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3考 察

納税者から 「評価水準が東京より地方都市が高 く、税負担が地方都市の方が重いのではない

か」との声がよく聞かれる。確かに本調査においても各構造における特別区及び全国平均の評点

水準は表7の とおりであり、両構造において特別区は全国平均を大きく下回り、建築価額が同じ

ならば、地方都市の方が評価額が高い結果となっている。

表7各 構造における評点水準の状況

(単位:%)

構 造

軽 量 鉄 骨 系

鉄 筋 コ ンク リー ト系

特 別 区

36.65

40.45

全 国 平 均

52.54

51.38

図39、43が 示す とお り、建築価額については東京都特別区を100と した場合、その他の都市の

ほとん どが特別区以下 となってお り、 これだけをみれば特別区の調査対象家屋 は他都市よ り程度

の良いものが建築 されていると推測 され ることとなる。

一方
、再建築費評点数については、実際に各家屋 に使われている資材等によ り付設されること

とな り、 これを図40、44に より比較 してみると、両構造 ともに特別区の評点数 は平均よりも低 く

なっている。 また、再建築費評点数の平均に較べて極端 に高い都市、または低 い都市はあるもの

の、全体的にみて、その他 ほとん どの都市の指数 は特別区の指数である100前 後 に集中 している。

よって、表7が 示す評点水準 は 「再建築費評点数/建 築価額」で求め られており、 この うち建

築価額 には不正常要素(競 争入札時の差、工事地盤、規模、付帯設備の品等、土地 と家屋の複合

資産 としての価格配分等)が 多 く含まれていると考え られ、また、評価額の基 とな る再建築費評

点数 は上記の とお り、両構造 ともに各調査対象都市間におけるバラツキ とい うものは比較的少な

く、概ね評価の均衡は図 られていると考え られ るため、 この評点水準の高低のみを もって 「地方

都市の税負担が重い」とは必ず しも言えないであろう。

―52―



V軽 量鉄骨系と鉄筋コンクリー ト系の比較

1建 築価額等の比較

今回調査を行った軽量鉄骨系と鉄筋コンクリー ト系のプレハブ方式構造建物のデータを比較 し

たものが表8で ある。

表8軽 量鉄骨系 と鉄筋 コンク リー ト系の比較

構 造

床面積

建 築 価 額(円/

(
2

m

2
m

再建築費評点数(点/

評点水準

2
m

)

)

)

(%)

軽 量 鉄 骨 系(A)

138.89

165,368

85,512

52.54

鉄筋 コンク リー ト系(B)

148.58

182,270

91,547

51.38

(B)/(A)

1.07

1.10

1.07

0.98

軽量鉄骨系プ レハブ家屋 に較べ、鉄筋 コンクリー ト系プ レハブ家屋は床面積で約1.07倍 、建築

価額で約1.10倍 、再建築費評点数で約1.07倍 、評点水準で約0.98倍 となっている。

この ことか ら、鉄筋 コンクリー ト系プ レハブ家屋 は軽量鉄骨系プ レハブ家屋 よりやや規模が大

き く、1
2

m 当たりの建築価額、再建築費評点数も高いことがわかる。この傾向は、平成2年 度及

び4年 度の調査において も同様である。評点水準については、今回は軽量鉄骨系プ レハブ家屋の

数字が高いが、過去の調査において は一定の傾 向はない。
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2地 域別の比較

(1)建 築価額

全国を14地 域に区分 し各地域 ごとの建築価額を比較 した ものが図47で ある。なお)鉄 筋 コ

ンクリー ト系プ レハ ブ家屋のデータが全調査対象都市にないため、各調査対象都市別の比較 は

不可能であ り、全国を 14地区に区分 し比較す るのみ とした。

図47両 構造の建築価額の地域別比較

建
築
価
額

(千
点
/

2

m
)

230

220

210

200

190

180

170

160

150

140

北海道 北関東
東北

北陸
南関東 中部

中京 南近畿
北近畿 山陰

軽 量 鉄 骨 系

鉄 筋 コ ンク リー ト系

山陽
四国

北九州
南九州

図47を み ると、鉄筋 コンクリー ト系プ レハブ家屋の建築価額が全体的に高いものの、東北、

北関東地方を除 く各地域における2曲 線か らは同様の傾向を見 ることがで きる。

鉄筋 コンクリー ト系プ レハブ家屋の建築価額が東北及び北関東地方 において極端に高い理由

として は、集まった調査対象家屋の棟数がそれぞれ7棟 及び3棟 と少な く、 しか も各家屋の建

築価額が相対的 に高い ことが考え られる。
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(2)再 建築費評点数

全国を14地 域 に区分 し各地域 ごとの再建築費評点数を比較 したものが図48で ある。なお、鉄

筋 コンクリー ト系プ レハブ家屋のデータが全調査対象都市 にないため、各調査対象都市別の比

較 は不可能であ り、全国を14地 区に区分 し比較す るのみ とした。

図48両 構造の再建築費評点数の地域別比較

130

120

軽 量 鉄 骨 系

鉄筋 コ ンク リー ト系

110

100

90

80

70

北海道 北関東
東北

北陸
南関東 中部

中京 南近畿
北近畿 山陰

山陽 北九州
四国 南九州

図48に おいて、鉄筋 コンクリー ト系プ レハ ブ家屋の再建築費評点数が全体的に高いものの、

2曲 線の動 きは同傾向にあることか ら、各地域 において建築 され る軽量鉄骨系 と鉄筋 コンク

リー ト系のプ レハブ家屋の程度の関係 には一定の傾向があることが考え られる。

2

再
建
築
費
評
点
数

(千
点
/
m

)
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(3)評 点水準

全国を14地 域に区分 し各地域 ごとの評点水準を比較 した ものが図49で ある。なお、鉄筋 コン

クリー ト系プ レハブ家屋のデータが全調査対象都市にないため、各調査対象都市別の比較 は不

可能であ り、全国を14地 区に区分 し比較す るのみと した。

図49両 構造の評点水準の地域別比較

64

62

60

58

56

54

52

50

48

46

44

42

北海道 北関東
東北

北陸
南関東 中部

中京 南近畿
北近畿 山陰

軽 量 鉄 骨 系

鉄筋 コ ンク リー ト系

山陽 北九州
四国 南九州

図49に おける2曲 線 は、東北、北関東、南九州を除いて ほぼ同 じよ うな傾 向を示 してお り、

全体的には軽量鉄骨系及び鉄筋 コンクリー ト系プ レハ ブ家屋の評点水準は概ね50%前 後 と、同

様であることがわか る。
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V I 平成2年 度及び4年 度調査との比較

1プ レハブ方式構造建物(軽 量鉄骨系)の 建築価額等の比較

(1)建 築価額の比較

平成2年 度及び4年 度に行った同様の調査研究における建築価額の状況 と、今回、平成6年

度に行ったものを比較 したものが、表9で ある。

表9プ レハブ方式構造建物(軽 量鉄骨系)の 建築価額の状況

(単位:円/
2

m )

区 分

平 均

標 準 偏 差

標準偏差の平均

に対 す る割合

平成2年 度

(A)

137,187

21,812

15.90

平成4年 度

(B)

153,748

26,151

17.01

平成6年 度

(C)

165,368

27,185

16.44

(B)

(A)

1.12

1.20

1.07

(C)

(B)

1.08

1.04

0.97

(C)

(A)

1.21

1.25

1.03

平 均

152,108

25,049

16.45

平成4年 度調査 と比較((C)/(B)の 欄)す ると建築価額 については、全調査家屋の平均で約

1.08倍 と、過去2年 間で建築価額 は上昇 し、標準偏差の平均 に対す る割合で約0.97倍 になって

い る。

また、建築価額の平成4年 度 と2年 度の比較((B)/(A)の 欄)は 約1.12倍 であり、 この ことか

ら、建築価額の上昇の幅が過去2年 間で狭まって きた と考え られる。

なお、建築価額の上昇率が高か った上位5都 市の状況 は、表10の とお りである。

表10建 築価額の上昇率が高い上位5都 市

都 市 名

旭 川 市

神 戸 市

浦 和 市

新 潟 市

福 岡 市

平成6年 度

175,189

172,995

197,831

165,054

176,508

平成4年 度

139,809

141,219

163,164

137,563

148,933

(単位:円/

平6/平4

2
m

1.25

1.23

1.21

1.20

1.19

)
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旭川市、神戸市及び新潟市 については、前回の調査の際の建築価額が低か ったため、上昇率

が高 くな った と考え られ る。福岡市及び浦和市 について は、オプションの取 り付け等により各

家屋の建築価額が相対的に高 くな っているため上昇率が高 くな ったと考え られる。

また、平成4年 度の調査研究 における同欄の平均上昇率が約1.49倍 であ り、今回の上昇率が

約1.22倍 であることを勘案すると、 ここで も過去2年 間で建築価額の上昇の幅が狭 まった こと

が推測で きる。

(2)再 建築費評点数の比較

平成2年 度及び4年 度に行 った同様の調査研究における再建築費評点数の状況 と、今回、平

成6年 度に行った ものを比較 した ものが、表11で ある。

表11プ レハブ方式構造建物(軽 量鉄骨系)の 再建築費評点数の状況

(単位:点/
2

m )

区 分

平 均

標 準 偏 差

標準偏差の平

に対 す る割合

平成2年 度

(A)

67,829

8,552

12.61

平成4年 度

(B)

73,157

8,111

11.09

平成6年 度

(C)

85,512

9,321

10.90

(B)

(A)

1.08

0.95

0.88

(C)

(B)

1.17

1.15

0.98

(C)

(A)

1.26

1.09

0.86

平 均

75,499

8,661

11.53

平成4年 度調査 と比較((C)/(B)の 欄)す ると再建築費評点数については、全調査家屋の平均

で約1.17倍 、標準偏差の平均 に対する割合で約0.98倍 になっている。

再建築費評点数は比較的高い上昇率であ るが、平成6年 度の調査対象家屋の評価 は平成6年

度の評価基準、平成4年 度の調査対象家屋の評価 は平成3年 度の評価基準を基に行われており、

平成6年 度評価基準の非木造家屋の標準評点数の上昇率が約15%で あることを勘案す ると、再

建築費評点数の上昇率は実質的には2%程 度の ものであると考え られ る。また、平成4年 度 と

2年 度の比較((B)/(A)の 欄)が 約1.08倍 であるの も、平成2年 度の調査対象家屋の評価が昭和

63年 度の評価基準を基に行われたこと、平成3年 度評価基準の非木造家屋の標準評点数の上昇

率が約7%で あることを勘案すると、やはり実質的にはそれ ほど上昇 していないと考え られ る。
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なお、再建築費評点数の上昇率の高かった上位5都 市の状況は、表12の とおりである。

表12再 建築費評点数の上昇率が高い上位5都 市

都 市 名

神 戸 市

水 戸 市

盛 岡 市

宮 崎 市

青 森 市

平成6年 度

83,886

89,444

90,653

86,776

88,080

平成4年 度

66,302

71,894

73,169

70,068

71,305

(単位:点/
2

m

平6/平4

)

1.27

1.24

1.24

1.24

1.24

(3)評 点水準の比較

平成2年 度及び4年 度 に行 った同様の調査研究 における評点水準の状況 と、今回、平成6年

度に行 った ものを比較 した ものが、表13で ある。

表13プ レハブ方式構造建物(軽 量鉄骨系)の 評点水準の状況

(単位:%)

区 分

平 均

標 準 偏 差

標準偏差の平均

に対 す る割 合

平成2年 度

(A)

50.22

7.88

15.69,

平成4年 度

(B)

48.41

6.83

14.11

平成6年 度

(C)

52.54

7.17

13.65

(B)

(A)

0.96

0.87

0.90

(C)

(B)

1.09

1.05

0.97

(C)

(A)

1.05

0.91

0.87

平 均

50.39

7.29

14.48

平成4年 度調査 と比較((C)/(B)の 欄)す ると評点水準 につ いて は、全調査家屋の平均で約

1.09倍 、標準偏差の平均に対す る割合で約0.97倍 にな っている。

今回は評点水準 は上が っているが、平成4年 度 と2年 度の比較((B)/(A)の 欄)で は下が って

お り一定の傾向を見 ることはで きないが、軽量鉄骨系プ レハブ家屋の評点水準 は約50%前 後で

推移 していることがわかる。 また、標準偏差の平均 に対する割合は下が り続けており、 この こ

とか ら、個 々の家屋の評点水準の散 らば りは狭ま ってきてい ることがわかる。
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(4)床 面積の比較

平成2年 度及び4年 度 に行 った同様の調査研究 における床面積の状況 と、今回、平成6年 度

に行 った ものを比較 した ものが、表14で ある。

表14プ レハブ方式構造建物(軽 量鉄骨系)の 床面積の状況

(単位:
2

m )

区 分

平 均(I)

標 準 偏 差

標準偏差の平均

に対 す る割 合

新築住宅持家の

平均床面積(I

(I)/(I

I)

I)

平成2年 度

(A)

134.26

26.83

19.98

133.03

1.01

平成4年 度

(B)

137.33

27.94

20.35

137.26

1.00

平成6年 度

(C)

(注)新 築住宅の平均床面積は 「建築統計年報」

138.89

25.63

18.45

137.27

1.01

(B)

(A)

1.02

1.04

1.02

1.03

0.99

(C)

(B)

1.01

0.92

0.91

1.00

1.01

(C)

(A)

1.03

0.96

0.92

1.03

1.00

平 均

136.83

26.80

19.59

135.85

1.01

(建設省調)第68表 により、全ての構造を含む

もので あ る。

平成4年 度調査と比較((C)/(B)の 欄)す ると床面積 について は、全調査家屋の平均で約1.01

倍、標準偏差の平均に対す る割合で約0.91倍 にな っている。

床面積の平均 は、平成4年 度 と2年 度の比較((B)/(A)の 欄)で も上昇 しており、軽量鉄骨系

プ レハブ家屋は、徐 々にではあるが大型化 してきていると考え られる。

また、木造、非木造を含んだ新築住宅持家の平均床面積 と比較 して もほぼ同様の数字 となっ

ており、 このことか ら、軽量鉄骨系プ レハブ家屋 は平均的規模の住宅であると考え られ、新築

住宅持家の床面積 について もやは り上昇傾向をみることができる。
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2プ レハブ方式構造建物(鉄 筋 コンク リー ト系)の 建築価額等の比較

(1)建 築価額の比較

平成2年 度及 び4年 度 に行 った同様の調査研究 における建築価額の状況 と、今回、平成6年

度 に行 った ものを比較 したものが、表15で ある。

表15プ レハブ方式構造建物(鉄 筋 コンクリー ト系)の 建築価額の状況

平成4年 度調査 と比較((C)/(B)の 欄)す ると建築価額 については、全調査家屋の平均で約

1.08倍 と、過去2年 間で建築価額は上昇 し、標準偏差の平均に対する割合で約0 .98倍 にな って

いる。

また、建築価額の平成4年 度 と2年 度の比較((B)/(A)の 欄)は 約1.19倍 であることか ら、建

築価額の上昇の幅は過去2年 間で狭ま った と考え られる。

なお、建築価額の上昇率が高か った上位5都 市の状況は、表16の とお りである。

表16建 築価額の上昇率が高い上位5都 市
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都 市 名

奈 良 市

松 山 市

金 沢 市

仙 台 市

長 野 市

平成6年 度 平成4年 度 平6/平4

164,842

193,941

166,130

245,556

175,151

127,142

152,495

132,838

199,155

142,737

1.30

1.27

1.25

1.23

1.23

区 分 平成2年 度

(A)

平成4年 度

(B)

平成6年 度

(C)

(B)

(A)

(C)

(B)

(C)

(A)
平 均

標 準 偏 差

標準偏差の平均

に対す る割合

142,684

25,173

17.64

169,171

30,689

18.14

182,270

17.77

1.22

1.03

1.06

0.98

1.29

1.01

164,708

29,415

17.85

平 均 1.19 1.08 1.28

(単位:円/
2

m )

(単位:円/
2
m)

32,384



奈良市及 び長野市 につ いては、同様に再建築 費評点数の上昇率が1.27倍 、1.25倍(表17参

照)と 上昇 していることか ら、個 々の調査対象家屋が程度のよい ものであったため と考え られ

,る。 また、松山市(2棟)及 び仙台市(6棟)に ついては、調査対象家屋が少な く、各家屋の

建築価額が相対的 に高いことが要因 と考え られ る。

また、平成4年 度の調査研究における同欄の平均上昇率が約1.50倍 であり、今 回の上昇率が

約1.26倍 であることを勘案すると、やはりここで も過去2年 間で建築価額の上昇の幅は狭ま っ

たことが推測で きる。

(2)再 建築費評点数の比較

平成2年 度及び4年 度に行 った同様の調査研究における再建築費評点数の状況 と、今回、平

成6年 度に行 った ものを比較 した ものが、表17で ある。

表17プ レハブ方式構造建物(鉄 筋 コンクリー ト系)の 再建築費評点数の状況

平成4年 度調査 と比較((C)/(B)の 欄)す ると再建築費評点数については、全調査家屋の平均

で約1.16倍 、標準偏差の平均 に対す る割合で約0.88倍 になっている。

再建築費評点数の上昇率 は高い数字 となっているが、 これは軽量鉄骨系プレハブ家屋の 「再

建築費評点数の比較」の欄で述べたとお り、各年度の調査対象家屋の評価 に用 いられた評価基

準の違 いを考慮すれば、やはり実質的には大 きな変化はないと考え られる。
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区 分 平成2年 度

(A)

平成4年 度

(B)

平成6年 度

(C)

(B)

(A)

(C)

(B)

(C)

(A)
平 均

標 準 偏 差

標準偏差の平均

に対 す る割合

74,374

7,957

10.70

78,829

8,468

10.74

91,547

8,699

9.50

1.06

1.06

1.00

1.16

1.03

0.88

1.23

1.09

0.89

81,583

8,375

10.31

平 均

(単位:点/
2

m )



なお、再建築費評点数の上昇率の高かった上位5都 市の状況は、表18の とおりである。

表18再 建築費評点数の上昇率が高い上位5都 市

都 市 名

奈 良 市

岡 山 市

那 覇 市

長 野 市

山 口 市

平成6年 度

83,880

92,788

87,378

83,611

89,714

平成4年 度

65,861

73,745

69,083

66,689

72,591

(単位:点/

平6/平4

2
m

1.27

1.26

1.26

1.25

1.24

)

(3)評 点水準の比較

平成2年 度及び4年 度 に行 った同様の調査研究 における評点水準の状況 と、今回、平成6年

度に行 ったものを比較 した ものが、表19で ある。

表19プ レハブ方式構造建物(鉄 筋 コンクリー ト系)の 評点水準の状況

(単位:%)

区 分 平成2年 度

(A)

平成4年 度

(B)

平成6年 度

(C)

(B)

(A)

(C)

(B)

(C)

(A)
平 均

平 均

標 準 偏 差

標準偏差の平均

に対 す る割 合

53.43

9.45

17.69

47.60

7.12

14.96

51.38

7.93

15.43

0.89

0.75

0.85

1.08

1.11

1.03

0.96

0.84

0.87

50.80

8.17

16.03

平成4年 度調査 と比較((C)/(B)の 欄)す ると評点水準 については、全調査家屋の平均で約

1.08倍 、標準偏差の平均に対す る割合で約1.03倍 になっている。

今回は評点水準 は上が っているが、平成4年 度 と2年 度の比較((B)/(A)の 欄)で は下が って

お り一定の傾 向をみ ることはできないが、鉄筋 コンク リ-ト 系プ レハブ家屋の評点水準 もやは

り約50%前 後で推移 していることがわかる。
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(4)床 面積の比較

平成2年 度及 び4年 度 に行 った同様の調査研究 における床面積の状況 と、今回、平成6年 度

に行 った ものを比較 した ものが、表20で ある。

表20mプ レハブ方式構造建物(鉄 筋 コンクリー ト系)の 床面積の状況

(単位:
2

m )

区 分 平成2年 度

(A)

平成4年 度

(B)

平成6年 度

(C)

(B)

(A)

(C)

(B)

(C)

(A)
平 均

平 均(I)

標 準 偏 差

標準偏差の平均

に対 す る割 合

新築住宅持家の

平均床面積(I

(I)/(I

I)

I)

143.38

31.42

21.91

133.03

1.08

145.63

36.88

25.32

137.26

1.06

148.58

36.75

24.73

137.27

1.08

1.02

1.17

1.16

1.03

0.98

1.02

1.00

0.98

1.00

1.02

1.04

1.17

1.13

1.03

1.00

145.86

35.02

23.99

135.85

1.07

(注)新 築住宅の平均床面積は 「建築統計年報」(建 設省調)第68表 により、全ての構造を含

む ものである。

平成4年 度調査 と比較((C)/(B)の 欄)す ると床面積については、全調査家屋の平均で約1.02

倍、標準偏差の平均 に対する割合で約0.98倍 にな っている。

床面積の平均 は、平成4年 度 と2年 度の比較((B)/(A)の 欄)で も約1.02倍 と上昇 してお り、

鉄筋 コンクリー ト系プ レハブ家屋は、徐 々にではあるが大型化 してきていると考え られ る。ま

た、木造、非木造を含んだ新築住宅持家の平均床面積と比較すると、各年度とも約10
2

m 大 き く、

このことか ら鉄筋 コンクリー ト系プ レハブ家屋は、平均的規模の住宅よ りも規模の大 きな住宅

として建築されていることがわか る。

―
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VII お わ り に

現在のところ固定資産評価基準には、プレハブ方式構造建物の再建築費評点基準表は定められて

おらず、地方税法第388条 の規定による自治大臣の技術的援助 として、プレハブ方式構造建物(木

質系、軽量鉄骨系、鉄筋コンクリー ト系)の 再建築費評点基準表を準則として市町村に示 している

ところである。市町村からは、プレハブ住宅の普及率が年々着々と伸びていることから、プレハブ

方式構造建物の再建築費評点基準表を準則ではなく固定資産評価基準の中に定めて欲 しいとの意見

が聞かれる。

プレハブ方式構造建物の評価基準について準則という形式をとる理由には、プレハブ工法が発展

途上にあるため、仕様の変更、新型の製造、製造の中止等が頻繁に行われており、今後の変動が予

想され、評価基準 とするには不安定な要素が多いことがある。平成4年 度及び5年 度の調査研究に

おいて各構造のプレハブメーカーに調査を実施 したところ、過去10年間で価格構成や原価構成等に

も変化が認められた。また、メーカー担当者による今後のプレハブ方式構造建物の変化の予想につ

いても、プレハブ化率が進む等の回答が得 られ、プレハブ工法がいまだ発展途上にあることが再確

認でき、やはり固定資産評価基準中に規定するには不安定な要素が多いと考えられ、当分の間現行

のままで取り扱われることが適当とされている。

そのため、現行の固定資産評価基準表に本則化されている在来工法に較べ、プレハブ方式構造建

物の評価は各市町村において難 しい点が多々あると考えられるが、その評価事務に今回の調査研究

が役立てば幸いである。
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(参考)計 数資料

プレハブ方式構造建物(軽 量鉄骨系)

調査対象都市別の建築価額等の状況(平 均)

調査対象
都 市
札 幌 市
旭 川 市
青 森 市
盛 岡 市
仙 台 市
秋 田 市
山 形 市
福 島 市
水 戸 市
宇都宮市
前 橋 市
浦 和 市
千 葉 市
特 別 区
横 浜 市
川 崎 市
新 潟 市
富 山 市
金 沢 市
福 井 市
甲 府 市
長 野 市
岐 阜 市
静 岡 市
名古屋市
津 市
大 津 市
京 都 市
大 阪 市
神 戸 市
奈 良 市
和歌山市
鳥 取 市
松 江 市
岡 山 市
広 島 市
山 口 市
徳 島 市
高 松 市
松 山 市
高 知 市
福 岡 市
北九州市
佐 賀 市
長 崎 市
熊 本 市
大 分 市
宮 崎 市
鹿児島市
那 覇 市
平 均

延べ床面積

(
2

m )
121.65

81

127.64

145.08

134.35

128.49

141.37

129.57

144.58

144.12

128.46

135.85

141.11

154.79

117.72

115.37

137.52

160.87

133.88

139.81

145.20

124.99

148.17,

128.11

143.11

144.69

140.45

142.05

139.12

145.47

147.30

128.92

127.06

135.24

143.74

149.58

123.91

153.02

142.07

134.57

144.45

144.53

145.83

176.67

131.85

139.67

145.60

130.56

142.43

141.95

138.89

建 築 価 額
(円/

2
m )

177,725

175,189

140,482

162,788
162,646

149,863

164,004

152,653

149,949

176,297

158,919

197,831

161,972

227,371

186,376
223,345

165,054

158,864

149,660

161,802

164,941

153,349

147,581

194,278

163,413

176,184

170,397

166,069

206,643

172,995

153,732

161,535

149,910

149,468

157,659

171,165

148,634

157,667

159,004

155,918

153,542

176,508

159,130

147,053

154,146

165,969

151,573

150,229

140,556

186,381

165,368

指数
78

77

62

72

72

66

72

67

66

78

70

87

71

100

82

98

73

70

66

71

73

67

65

85

72

77

75

73

91

76

68

71

66

66

69

75

65

69

70

69

68

78

70

65

68

73

67

66

62

82

73

再建築費評点数
(点/

2
m )

113,481

93,044

88,080

90,653

94,036

79,290

96,190

93,244

89,444

88,973

86,443

86,494

89,276

80,395

85,530

89,018

80,222

86,632

78,040

82,672

82,865

72,644

82,231

89,131

98,822

77,025

90,060

89,505

100,494

83,886

81,086

87,180

74,177

74,811

86,539

81,785

87,624

89,867

76,846

95,213

79,909

89,616

83,408

74,555

82,527

85,748

76,603

86,776

65,642

77,889

85,512

(注)指 数は、特別区を100と した場合の数値である。

指数
141

116

110

113

117

99

120

116

111

111

108

108

111

100

106

111

100

108

97

103

103

90

102

111

123

96

112

111

125

104

101

108

92

93

108

102

109

112

96

118

99

111

104

93

103

107

95

108

82

97

106
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評 点 水 準

(%)
64.25

53.17

62.83

56.66

58.21

53.36

59.10

61.37

59.81

50.70

54.81

44.63

55.55

36.35

46.08

40.74

49.44

54.76

52.45

51.61

50.80

47.74

55.73

47.82

60.76

44.29

53.70

54.15

48.81

48.98

52.83

54.03

49.56

50.22

55.22

48.10

59.20

57.04

48.45
61.30

52.08

50.92

52.49

50.95

54.37

51.86

50.63

58.05

47.42

43.42

52.54

131.



プレハブ方式構造建物(鉄 筋コンクリー ト系)

調査対象都市別の建築価額等の状況(平 均)

調査対象
都 市
札 幌 市

延べ床面積
(

2
m )

132.73

建 築 価 額
(円/

2
m )

191,143
指 数

86

再建築費評点数
(点/

2
m )

120,737
指数

139

仙 台 市 153.70 245,556 111 96,247 111

秋 田 市 197.90 203,638 92 89,692 103

宇都宮市 175.84 217,314 98 98,034 113

浦 和 市 123.44 222,066 100 94,433 109

千 葉 市 157.95 208,035 94 99,671 115

特 別 区 151.44 221,119 100 87,010 100

横 浜 市 135.39 222,318 101 96,285 111

川 崎 市 163.36 211,577 96 83,419 96

新 潟 市 151.71 185,212 84 88,614 102

富 山 市 183.01 188,808 85 90,304 104

金 沢 市 137.73 166,130 75 86,600 100

福 井 市
長 野 市
岐 阜 市
静 岡 市
名古屋市
津 市
大 津 市
京 都 市
大 阪 市
神 戸 市
奈 良 市
和歌山市
鳥 取 市
松 江 市
岡 山 市
広 島 市
山 口 市
徳 島 市
高 松 市
松 山 市
高 知 市
福 岡 市
北九州市
佐 賀 市
熊 本 市
大 分 市
宮 崎 市
鹿児島市
那 覇 市
平 均

174.86

154.85

143.29

148.24

174.12

206.85

161.59

200.43

112.09

145.97

172.66

181.89

119.37

137.66

177.40

145.63

125.56

138.10

150.56

184.16

145.99

143.27

121.04

146.81

123.70

102.10

133.39

125.49

134.10

148.58

157,981

175,151

160,165

202,720

187,107

143,872

159,829

213,446

197,308

201,151

164,842

162,259

157,601

152,940

191,686

179,300

165,782

161,846

159,983

193,941

161,278

167,852

166,835

240,290

157,968

124,175

153,993

157,708

184,456

182,270

71

79

72

92

85

65

72

97

89

91

75

73

71

69

87

81

75

73

72

88

73

76

75

109

71

56

70

71

83

82

94,378

83,611

90,251

94,724

111,752

80,396

86,190

95,326

96,806

90,832

83,800

89,786

74,729

85,880

92,788

86,698

89,714

102,292

86,113

105,302

91,608

91,170

92,579

83,816

92,592

83,385

90,466

77,995

87,378

91,547

(注)指 数 は、特別区を100と した場合の数値である。

108

96

104

109

128

92

99

110

111

104

96

103

86

99

107

100

103

118

99

121

105

105

106

96

106

96

104

90

100

105
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評 点 水 準
(%)
63.28

40.67

44.04

45.40

43.42

48.20

40.45

43.39

39.84

48.10

48.20

52.30

60.14

47.99

56.35

47.26

61.20

55.88

54.17

44.75

49.11

45.66

50.87

55.33

47.65

56.41

49.06

48.43

54.69

63.25

53.86

54.39

56.80

54.42

55.69

34.88

58.72

67.86

58.87

50.02
48.56

51.38



建築工事費(円/

都道府県

2

m )
鉄 鋼 系 プ レ ハ ブ
家 屋 の 建 築 工 事 費

コンクリー ト系プ レハブ

家 屋 の 建 築 工 事 費

(注)1各 都道府県の数字 は「金庫融資住宅規模規格等調査」
(住宅金融公庫調)に おけ る調査戸数(表2-4)及

び建築工事費(表6-7)の データを用いて算出 した

平均値である。
2鉄 鋼系プ レハブ家屋の建築工事費の算 出には、木造

及び準耐火構造の、また、 コンクリー ト系プレハブ家

屋の建築工事費の算出には準耐火構造及び耐火構造の

データを用いている。
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北 海 道
青 森 県
岩 手 県
宮 城 県
秋 田 県
山 形 県

福 島 県
茨 城 県
栃 木 県
群 馬 県
埼 玉 県
千 葉 県
東 京 都
神奈川県
新 潟 県
富 山 県
石 川 県
福 井 県
山 梨 県
長 野 県
岐 阜 県
静 岡 県
愛 知 県
三 重 県

滋 賀 県
京 都 府
大 阪 府
兵 庫 県
奈 良 県
和歌山県
鳥 取 県
島 根 県
岡 山 県
広 島 県
山 口 県
徳 島 県
香 川 県

愛 媛 県
高 知 県
福 岡 県
佐 賀 県
長 崎 県
熊 本 県
大 分 県
宮 崎 県
鹿児島県
平 均

163,809

179,377

182,620

169,425

181,001

182,815

181,102

186,065

182,474

198,262

202,735

233,024

218,646

186,271

177,208

180,021

172,331

181,953

182,379

179,076

195,921

185,100

176,961

188,286

204,266

203,351

191,872

187,479

191,995

183,510

168,737

184,621

180,175

170,702

170,842

166,253

173,910

171,089

169,738

161,161

166,885

163,488

156,407

158,994

164,079

181,627

198,409 209,940

178,650

227,852

203,600

211,600

225,789

215,106

211,373

184,620

235,342

226,781

262,741

259,962

198,333

203,972

195,367

177,545

260,100

210,166

189,848

209,956

203,820

180,016

200,800

211,822

236,136

232,519

205,848

182,866

203,089

184,840

203,116

209,037

190,523

177,817

186,428

181,861

218,945

191,033

187,978

200,033

178,150

180,350

174,925

165,506

204,136



プレハブ方式構造建物(軽 量鉄骨系及び鉄筋コンクリー ト系)に 係る調査表

1.調 査対象家屋の選定

ア.専 用住宅で、プ レハブ方式構造建物(軽 量鉄骨系及 び鉄筋 コンクリー ト系)と す る。

イ.平 成5年1月2日 以降新築の もので、建築費等が確認で きるもの とす る。

ウ.各 家屋 とも、その態様が中庸な もので、地階のない もの とす る。

2.記 載要領

評点水準等の調査表

ア.軽 量鉄骨系及び鉄筋 コンクリー ト系プ レハブ方式構造建物を、それぞれ10棟 選定す ること。

イ.調 査表 中 「建築価格」(所 有者が建築会社に支払 った建築費であ り、オプシ ョンの取得価格を含む。)欄については、所有者か らの聴取等により把握

す るものであるが、その価格が実情 と合わ ない と思われ る場合 において は、精通者の意見等を参考 に して、実 情に合わせ ること。なお、 この場合 の

「建築価格」とは、評価対象部分に係 るものをいうものであること。

ウ.

「(b)

(a)」

欄 は、小数点第3位 を四捨五入 し、小数点第2位 まで記載す ること。

記載す ること。

カ.「 合計」欄は、建築価格、再建築費評点数をそれぞれ合計 し、

「(b)

(a)」

を算 出す ること。

※ 左の図の場合の室数

は、台所、居間、和室

及び洋室の4室 とな る。

(例)

洋 室

和 室 玄関

浴室

台 所

居 間

―

6
9

―

エ.「 室数 」欄の算定に当たっては、応接間、居間、寝室、食堂などと呼称 され る通

常の生活空間をいい、居間と食堂あ るいは応接間が一体 とな っているものは、一室

として取扱い、納戸、広縁 などで あって も、 5～7 m
2
程度以上の もの は、一室 と し



評点水準等の調査表(プ レハブ方式構造建物(軽 量鉄骨系))

団体名:

番号 メ ー カ ー タイプ 建 築 価 格
(a)

再建築費評点数
(b)

(b)

(a)
建床面積 延べ床面積 階数 室数

オプ ションの取付状況

オ プ シ ョ ンの 名 称 取得価格

1

2

3

4

―

7
0

―

5

6

7

8

9

10

合 計

千円

( 円/
2

m )

千円

( 円/
2
m )

千円

( 円/
2

m )

千円

( 円/
2

m )

千円

( 円/
2

m )

千円

( 円/ 2
m )

千円

( 円/
2

m )

千円

( 円/
2

m )

千円

( 円/
2

m )

千円

( 円/
2

m )

千円

千点

( 点/
2

m )

千点

( 点/
2

m )

千点

( 点/
2

m )

千点

( 点/
2

m )

千点

( 点/
2

m )

千点

( 点/
2

m )

千点

( 点/
2

m )

千点

( 点/
2

m )

千点

( 点/
2

m )

千点

( 点/
2

m )

千点

%

%

%

%

%

%

%

%

%

%

%

2
m

2

m

2
m

2
m

2
m

2
m

2
m

2
m

2
m

2
m

2
m

2
m

2

m

2
m

2
m

2

m

2

m

2
m

2
m

2
m

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円



番号 メ ー カ ー タイプ

評点水準等の調査表,(プ レハブ方式構造建物(鉄 筋 コンクリー ト系))

建 築 価 格
(a)

再建築費評点数
(b)

(b)

(a)
建床面積 延べ床面積 階数 室数

団体名:

オプシ ョンの取付状況

オ プ シ ョ ンの 名 称 取得価格

―

7
1

―

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

合 計

千円

( 円/
2

m )

千円

( 円/
2

m )

千円

( 円/
2

m )

千円

( 円/
2

m )

千円

( 円/
2

m )

千円

( 円/
2

m )

千円

( 円/
2

m )

千円

( 円/
2

m )

千円

( 円/
2

m )

千円

( 円/
2

m )

千円

千点

( 点/
2

m )

千点

( 点/
2

m )

千点

( 点/
2

m )

千点

( 点/
2

m )

千点

( 点/
2

m )

千点

( 点/
2

m )

千点

( 点/
2

m )

千点

( 点/
2

m )

千点

( 点/
2

m )

千点

( 点/
2

m )

千点

%

%

%

%

%

%

%

%

%

%

%

2
m

2
m

2
m

2

m

2
m

2
m

2

m

2
m

2
m

2

m

2
m

2

m

2

m

2

m

2
m

2

m

2
m

2
m

2
m

2
m

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円




